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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ・キャッシュリッチ・ファン
ド」は、このたび、第₁₈期の決算を行ないま
した。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<4713>

ダイワ・キャッシュリッチ・ファンド

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 約₁₀年 1 カ月間（₂₀₀₅年₁₂月₂₂日～₂₀₁₆年 ₁ 月₁₅日）

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式（上場予定を
含みます。以下同じ。）

運 用 方 法

①わが国の金融商品取引所上場株式の中から、
潤沢なキャッシュを利用して資産効率の改善が
望め、株価の値上がりが期待されるキャッシュ
リッチ企業を選定し、投資します。
※ キャッシュリッチ企業とは、キャッシュ（こ

れまで蓄積した金融資産）を豊富に有してい
る企業、事業から多くのキャッシュ（現金収
支）を稼ぎ出している企業とします。

②投資候補銘柄の選定にあたっては以下の指標
等に着目します。
　・「余剰金融資産/株式時価総額」
　・「EV/EBITDA」
③選定された銘柄の中から、業績動向、経営戦略
等の分析により銘柄を絞り込みます。
④ポートフォリオの構築にあたっては流動性、
株価水準、株主の状況等も勘案します。
⑤株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の
純資産総額の80％程度以上とすることを基本と
します。
⑥株式以外の資産への投資は、原則として、信
託財産総額の50％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買
益（評価益を含みます。）等とし、原則として、
配当等収益等から毎計算期末に分配を行なうこ
とをめざすとともに、繰越欠損金補てん後の売
買益等がある場合には、できるだけこれを留保
せず、分配することをめざします。ただし、分
配対象額が少額の場合には、分配を行なわない
ことがあります。



ダイワ・キャッシュリッチ・ファンド

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁₄期末（₂₀₁₃年 ₁ 月₁₅日） ₅, ₈₁₆ ₅₀ ₂₀. ₈ ₉₀₆. ₂₂ ₂₁. ₉ ₉₇. ₅ ― ₂, ₁₃₂
₁₅期末（₂₀₁₃年 ₇ 月₁₆日） ₇, ₉₀₁ ₇₀ ₃₇. ₁ ₁, ₂₁₀. ₅₄ ₃₃. ₆ ₉₇. ₅ ― ₂, ₃₃₅
₁₆期末（₂₀₁₄年 ₁ 月₁₅日） ₈, ₇₅₀ ₆₀ ₁₁. ₅ ₁, ₂₉₄. ₅₂ ₆. ₉ ₉₅. ₅ ― ₂, ₄₅₁
₁₇期末（₂₀₁₄年 ₇ 月₁₅日） ₈, ₈₉₂ ₆₀ ₂. ₃ ₁, ₂₇₃. ₆₈ △ ₁. ₆ ₉₆. ₄ ― ₂, ₃₈₆
₁₈期末（₂₀₁₅年 ₁ 月₁₅日） ₁₀, ₀₇₆ ₆₀ ₁₄. ₀ ₁, ₃₇₆. ₆₀ ₈. ₁ ₉₈. ₂ ― ₂, ₅₅₇

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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ダイワ・キャッシュリッチ・ファンド

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₈, ₈₉₂円　期末：₁₀, ₀₇₆円（分配金₆₀円）　騰落率：₁₄. ₀％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

わが国の株式に投資した結果、国内株式市況の上昇を反映し、基準価額は値上がりしました。
◆投資環境について

○国内株式市況
国内株式市況は、期首より、企業業績の改善、コーポレートガバナンス（企業統治）改革への期待、円安の進行などに

より上昇しました。₂₀₁₄年 ₉ 月下旬から₁₀月中旬にかけては、世界経済の先行き不透明感の高まり、エボラ出血熱への懸
念、 ₂ 大臣辞任による国内政治不安などが重なり、株価は下落しました。₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融
緩和、ＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用比率の引上げ決定などを受け、株価は急速に上昇し
ました。₁₂月には原油価格の急落から一時、金融市場が全般的に不安定になりましたが、ＦＲＢ（米国連邦準備制度理事
会）が金融政策の正常化に慎重な姿勢を示すと市場は落ち着きを取り戻しました。

年　　月　　日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₇ 月₁₅日 ₈, ₈₉₂ ― ₁, ₂₇₃. ₆₈ ― ₉₆. ₄ ―

₇ 月末 ₉, ₀₅₂ ₁. ₈ ₁, ₂₈₉. ₄₂ ₁. ₂ ₉₇. ₂ ―
₈ 月末 ₉, ₂₄₉ ₄. ₀ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₀. ₃ ₉₆. ₄ ―
₉ 月末 ₉, ₆₄₀ ₈. ₄ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₄. ₁ ₉₅. ₁ ―
₁₀月末 ₉, ₆₇₃ ₈. ₈ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₄. ₇ ₉₅. ₅ ―
₁₁月末 ₁₀, ₂₁₃ ₁₄. ₉ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₁₀. ₇ ₉₇. ₅ ―
₁₂月末 ₁₀, ₂₂₀ ₁₄. ₉ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₁₀. ₅ ₉₇. ₉ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₁ 月₁₅日 ₁₀, ₁₃₆ ₁₄. ₀ ₁, ₃₇₆. ₆₀ ₈. ₁ ₉₈. ₂ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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ダイワ・キャッシュリッチ・ファンド

◆前期における「今後の運用方針」

〈株式組入比率〉
銘柄入れ替えを行ないながら₉₀％台の高位の組入比率を維持していく方針です。しかしながら、国内外の経済・政治

情勢や需給動向、個別銘柄の業績動向などによっては、一時的に組入比率を引下げるなど柔軟に対応していく方針で
す。

〈ポートフォリオ〉
・引続き、潤沢なキャッシュという観点に加え、足元の業績モメンタムやバリュエーション、財務内容や株価位置に加

え株主還元方針などに注目して運用してまいります。
・会社計画の前提が保守的で、会社計画や市場予想に対して業績の上振れが期待できる銘柄、月次売上げなど足元の業

績推移が堅調と判断される銘柄等に選別投資を行なっていきたいと考えています。また、増配や自社株買いなど株主
還元に積極的な銘柄や、事業構造改革などにより経営への変化が見られる銘柄などにも注目していく方針です。

◆ポートフォリオについて
株式組入比率は、期首から₂₀₁₄年 ₉ 月末にかけて、不安定なウクライナ情勢など地政学的リスクの高まりを受けて、₉₅％

程度まで引下げました。しかし、日銀による予想外の追加金融緩和など国内株式市場における需給環境の改善期待から徐々
に比率を引上げ、期末では₉₈. ₂％としました。

業種構成は、円安進行の恩恵が大きい電気機器や原油市況の下落による燃料費負担の軽減期待から海運業などの組入比率
を引上げました。一方、円安進行の恩恵が相対的に少ないサービス業の組入比率を引下げました。

個別銘柄では、事業構造改革の進展が期待されたソニー、円安や燃料安による業績底上げ期待から川崎汽船などの組入比
率を引上げました。一方、原油市況の下落を受け国際石油開発帝石などを売却しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
参考指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₈. ₁％となりました。一方、当ファンドの騰落率は₁₄. ₀％となりました。主なプラス

要因として銘柄選択効果が挙げられ、円安による業績底上げやスマートフォン向け電子部品の販売が堅調だったアルプス電
気、円安に加え燃料安によるマージン改善期待から川崎汽船などがプラス要因となりました。

以下のグラフは当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。

（％）
16. 0
14. 0
12. 0
10. 0
8. 0
6. 0
4. 0
2. 0
0. 0

当　期
（2014. 7. 15～2015. 1. 15）

基準価額
ＴＯＰＩＸ
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ダイワ・キャッシュリッチ・ファンド

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₆₀円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₇ 月₁₆日
～₂₀₁₅年 ₁ 月₁₅日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ₆₀
対 基 準 価 額 比 率 （％） ₀. ₅₉
当 期 の 収 益 （円） ₆₀
当 期 の 収 益 以 外 （円）  ₀

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₁, ₀₄₇
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₅₇. ₂₅円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₁, ₀₃₂. ₈₃
（ｃ）収 益 調 整 金 ₉. ₂₅
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₈. ₄₄
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁, ₁₀₇. ₇₈
（ｆ）分 配 金 ₆₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₁, ₀₄₇. ₇₈
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　国内株式市場は、米国景気の回復や日銀による金融緩和政策、それらを受けた円安などが企業業績や株式需給に好影響を与
えると見込まれ、株価の上昇トレンドは維持されると想定しており、株式組入比率は₉₀％程度以上の高位を維持する方針で
す。引続き、潤沢なキャッシュという観点に加え、足元の業績モメンタムやバリュエーション、財務内容や株価位置に加え株
主還元方針などに注目して運用してまいります。
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ダイワ・キャッシュリッチ・ファンド

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₇ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₁ 月₁₅日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₂, ₉₉₆, ₄₅₄千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₂, ₄₅₄, ₆₂₇千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₁. ₂₂ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₇ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₁ 月₁₅日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
日本電信電話 ₁₅ ₁₀₃, ₁₃₁ ₆, ₈₇₅  ピジヨン  ₁₇ ₁₀₃, ₈₉₆ ₆, ₁₁₁ 
川崎汽船 ₃₅₀ ₈₈, ₂₃₅ ₂₅₂  国際石油開発帝石  ₅₀ ₇₁, ₂₂₃ ₁, ₄₂₄ 
ピジヨン ₁₂ ₈₁, ₁₀₅ ₆, ₇₅₈ 日本電信電話  ₁₀ ₆₂, ₂₄₄ ₆, ₂₂₄ 
ソニー ₂₅ ₆₀, ₆₈₄ ₂, ₄₂₇  サイバーエージェント  ₁₁. ₅ ₄₆, ₄₆₂ ₄, ₀₄₀ 
セイノーホールディングス ₅₀ ₅₃, ₅₇₇ ₁, ₀₇₁  日 揮  ₁₅ ₄₂, ₅₅₅ ₂, ₈₃₇ 
沖電気 ₂₀₀ ₄₇, ₃₇₈ ₂₃₆ 日本航空  ₁₅ ₄₁, ₈₄₄ ₂, ₇₈₉ 
サンリオ ₁₃ ₄₂, ₀₃₆ ₃, ₂₃₃ 東 芝  ₇₀ ₃₇, ₅₀₉ ₅₃₅ 
ブラザー工業 ₂₀ ₄₀, ₀₅₆ ₂, ₀₀₂  エムスリー  ₂₀ ₃₅, ₃₃₃ ₁, ₇₆₆ 
タキロン ₇₀ ₃₆, ₂₅₃ ₅₁₇  Ｓ Ｆｏｏｄｓ  ₁₇ ₃₅, ₀₀₃ ₂, ₀₅₉ 
日本航空 ₈ ₃₆, ₀₈₉ ₄, ₅₁₁  ショーボンドＨＤ  ₈ ₃₄, ₅₅₆ ₄, ₃₁₉ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₇ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₁ 月₁₅日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₁, ₆₂₀. ₂ ₁, ₄₃₅, ₉₅₅ ₁, ₂₄₈. ₁ ₁, ₅₆₀, ₄₉₈ 
（ ₁₈） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当　　　期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₇. ₁₆～₂₀₁₅. ₁. ₁₅）
金　額 比　率

信託報酬  ₇₉円 ₀. ₈₂₇％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₉, ₅₃₇円です。

（投信会社）  （₃₇）  （₀. ₃₉₂） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₃₇）  （₀. ₃₉₂） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₄）  （₀. ₀₄₄） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₄   ₀. ₀₄₃  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₄）  （₀. ₀₄₃） 

有価証券取引税 ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₃  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₈₃   ₀. ₈₇₃  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。 
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₇ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₁ 月₁₅日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₁, ₄₃₅  ₆₈  ₄. ₈  ₁, ₅₆₀  ₂₄₆  ₁₅. ₈ 

コール・ローン ₁₂, ₅₄₉  ― ― ― ― ― 

（2） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₇ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₁ 月₁₅日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） 1, 068千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） 384千円 

（Ｂ）／（Ａ） 35. 9％ 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、日の出証
券、大和証券です。

■組入資産明細表
国 内 株 式

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
鉱業（―）

国際石油開発帝石 ₃₀ ― ―
建設業（7. 2％）

ショーボンドＨＤ ₈ ― ―
大豊建設 ₃₀ ₆₀ ₃₂, ₅₈₀
東鉄工業 ₁₅ ₁₀ ₂₈, ₀₄₀
大東建託 ₃ ₁. ₅ ₂₀, ₁₉₀
ＮＩＰＰＯ ₂₀ ₂₀ ₃₇, ₂₈₀
ライト工業 ― ₃₀ ₃₁, ₂₃₀
積水ハウス ― ₂₀ ₃₁, ₀₂₀
日揮 ₁₅ ― ―

食料品（―）
Ｓ Ｆｏｏｄｓ ₁₇ ― ―

繊維製品（0. 8％）
帝国繊維 ₆ ₈. ₅ ₂₀, ₄₅₁

化学（5. 2％）
東ソー ― ₃₀ ₁₇, ₆₇₀
アイカ工業 ₁₂ ₁₂ ₃₀, ₄₀₈
タキロン ― ₇₀ ₃₆, ₉₆₀
イハラケミカル ₄₀ ₂₀ ₂₄, ₇₂₀
クミアイ化学 ₁₅ ― ―
日東電工 ₄ ― ―
ニフコ ― ₅ ₂₀, ₀₀₀

医薬品（2. 1％）
小野薬品 ₃ ₃ ₃₆, ₂₁₀
そーせいグループ ― ₄ ₁₆, ₅₄₀

ガラス・土石製品（0. 7％）
ジオスター ₂₀ ₂₂ ₁₆, ₅₀₀
ＭＡＲＵＷＡ ₄ ― ―

鉄鋼（―）
大平洋金属 ₁₅ ― ―

非鉄金属（0. 7％）
住友鉱山 ₇ ― ―
ＵＡＣＪ ₇₀ ― ―
タツタ電線 ₃₅ ₂₀ ₉, ₈₂₀
アーレステイ ― ₁₂ ₇, ₉₈₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
金属製品（―）

アルインコ ₆ ― ―
機械（8. 1％）

タクマ ― ₃₀ ₂₅, ₇₁₀
東芝機械 ₅₀ ₅₀ ₂₂, ₆₅₀
アイダエンジニア ₂₅ ― ―
旭ダイヤモンド ₁₀ ― ―
サトーホールディングス ₇ ₇ ₁₇, ₆₂₆
ＴＯＷＡ ₂₀ ₂₀ ₁₃, ₂₀₀
アネスト岩田 ― ₃₀ ₂₃, ₅₈₀
福島工業 ₁₂ ₁₅ ₂₆, ₆₂₅
竹内製作所 ₅. ₅ ₅. ₅ ₂₅, ₅₇₅
新晃工業 ₇. ₅ ― ―
ＴＨＫ ₁₀ ₁₀ ₂₈, ₅₁₀
マキタ ₄ ₄ ₂₁, ₀₄₀

電気機器（23. 8％）
ブラザー工業 ― ₁₀ ₂₀, ₉₁₀
日立 ₅₀ ₅₀ ₄₄, ₀₀₀
日東工業 ₆ ― ―
沖電気 ― ₁₀₀ ₂₃, ₅₀₀
電気興業 ₁₀ ― ―
サン電子 ₁₀ ₁₂. ₅ ₂₆, ₁₀₀
ソニー ― ₂₅ ₆₂, ₅₀₀
ＴＤＫ ― ₂ ₁₄, ₈₀₀
アルプス電気 ₄₀ ₃₅ ₈₂, ₁₁₀
日本航空電子 ₁₀ ₇ ₂₀, ₁₄₆
アオイ電子 ― ₃ ₁₆, ₃₈₀
日本光電工業 ₃ ₅ ₂₉, ₅₀₀
キーエンス ₁ ₁ ₅₃, ₁₃₀
シスメックス ₁₃ ₈ ₄₁, ₉₂₀
ファナック ₂ ₂ ₃₈, ₁₇₀
浜松ホトニクス ₅ ₅ ₂₈, ₇₅₀
京セラ ₅ ― ―
村田製作所 ₅ ₇ ₉₅, ₇₆₀

輸送用機器（8. ₉％）
デンソー ₆ ₆ ₃₂, ₁₁₈

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
日産自動車 ₂₀ ₃₀ ₂₉, ₇₇₈
トヨタ自動車 ₈ ₈ ₆₀, ₂₀₈
スズキ ₁₀ ₁₀ ₃₆, ₉₉₅
富士重工業 ₂₀ ₁₀ ₄₂, ₄₁₅
シマノ ₃ ₁. ₅ ₂₂, ₉₀₅

精密機器（3. 4％）
マニー ― ₃ ₁₉, ₉₅₀
シード ― ₁₀ ₁₅, ₅₂₀
朝日インテック ₇ ₈ ₅₀, ₇₂₀

その他製品（3. ₉％）
前田工繊 ₁₀ ₁₀ ₁₁, ₇₃₀
バンダイナムコ HLDGS ₅ ― ―
ピジヨン ₁₅ ₁₀ ₇₄, ₁₀₀
任天堂 ― ₁ ₁₂, ₀₈₅

陸運業（2. 5％）
セイノーホールディングス ― ₅₀ ₆₃, ₄₅₀

海運業（₆. 0％）
日本郵船 ₁₀₀ ₁₀₀ ₃₅, ₄₀₀
川崎汽船 ― ₃₅₀ ₁₁₆, ₂₀₀

空運業（1. 5％）
日本航空 ₇ ₁₀ ₃₈, ₂₅₀

倉庫・運輸関連業（1. 1％）
トランコム ― ₆ ₂₈, ₂₃₀

情報・通信業（8. 3％）
電算システム ₁₂ ₁₂ ₁₇, ₉₀₄
モルフォ ― ₁. ₅ ₇, ₅₀₀
VOYAGE GROUP ₆ ― ―
ガンホー・オンライン・エンター ₂₀ ― ―
コムチュア ₄ ― ―
伊藤忠テクノソリュー ₅ ₅ ₂₀, ₉₅₀
日本電信電話 ― ₅ ₃₂, ₄₇₀
スクウェア・エニックス・HD ₃₅ ₄₀ ₉₅, ₉₆₀
コナミ ₅ ₆ ₁₁, ₇₀₆
ソフトバンク ₇ ₃ ₂₁, ₀₃₆

卸売業（3. 0％）
ＪＡＬＵＸ ₉ ― ―
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₁ 月₁₅日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 2， 5₉3， 81₉， 753円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₈₁, ₇₅₁, ₀₀₃
株 式（評価額） ₂, ₅₁₁, ₂₁₇, ₀₀₀
未 収 配 当 金 ₈₅₁, ₇₅₀

（Ｂ）負 債 3₆, 050, 8₆2
未 払 収 益 分 配 金 ₁₅, ₂₃₁, ₂₂₈
未 払 信 託 報 酬 ₂₀, ₇₅₁, ₄₅₈
そ の 他 未 払 費 用 ₆₈, ₁₇₆

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 2, 557, 7₆8, 8₉1
元 本 ₂, ₅₃₈, ₅₃₈, ₀₆₈
次 期 繰 越 損 益 金 ₁₉, ₂₃₀, ₈₂₃

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 2, 538, 538, 0₆8口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 10, 07₆円

＊ 期首における元本額は₂, ₆₈₄, ₂₂₁, ₁₃₉円、当期中における追加設定元本額は
₄, ₉₁₅, ₅₇₀円、同解約元本額は₁₅₀, ₅₉₈, ₆₄₁円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₀, ₀₇₆円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₇ 月₁₆日　至₂₀₁₅年 ₁ 月₁₅日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 15， 4₉2， 217円

受 取 配 当 金 ₁₅︐₄₂₃︐₄₀₈
受 取 利 息 ₃₀︐₁₂₃
そ の 他 収 益 金 ₃₈︐₆₈₆

（Ｂ）有価証券売買損益 320， ₉₉7， ₆47
売 買 益 ₄₃₈︐₆₀₂︐₁₈₁
売 買 損 △ ₁₁₇︐₆₀₄︐₅₃₄

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 20， 81₉， ₆34
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 315， ₆70， 230
（Ｅ）前期繰越損益金 △ 3₆， 802， 353
（Ｆ）追加信託差損益金 △ 244， 405， 82₆

（配 当 等 相 当 額）（ ₂︐₃₄₈︐₃₈₉）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₂₄₆︐₇₅₄︐₂₁₅）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 34， 4₆2， 051
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ 15， 231， 228

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） 1₉， 230， 823
追 加 信 託 差 損 益 金 △ ₂₄₄︐₄₀₅︐₈₂₆

（配 当 等 相 当 額）（ ₂︐₃₄₈︐₃₈₉）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₂₄₆︐₇₅₄︐₂₁₅）
分 配 準 備 積 立 金 ₂₆₃︐₆₃₆︐₆₄₉

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は ₈ ページの「収益分配金の計算過程（総額）」の
表を参照。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₁ 月₁₅日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₂, ₅₁₁, ₂₁₇  ₉₆. ₈ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₈₂, ₆₀₂  ₃. ₂ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₂, ₅₉₃, ₈₁₉  ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ペッパーフードサービス ― ₃ ₉, ₁₃₅
あい ホールディングス ₈ ― ―
UKC ホールディングス ₅ ― ―
マルカキカイ ₉ ₉ ₁₃, ₁₀₄
伊藤忠 ₂₀ ― ―
三井物産 ₂₀ ₁₀ ₁₄, ₉₁₀
サンリオ ― ₁₃ ₃₈, ₄₆₇

小売業（3. 4％）
サンエー ₄ ₉ ₃₄, ₉₆₅
セブン & アイ・HLDGS ₄ ― ―
良品計画 ₂ ― ―
ラオックス ― ₃₀ ₆, ₇₅₀
ヤオコー ₃ ― ―
アークス ― ₈ ₁₉, ₀₀₈
ファーストリテイリング ― ₀. ₆ ₂₅, ₇₆₇
サックスバーホールディング ₁₀ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
その他金融業（1. 7％）

全国保証 ₁₂ ₁₂ ₄₂, ₆₆₀
不動産業（―）

住友不動産販売 ₄ ― ―
サービス業（7. 5％）

ネクスト ₃₀ ― ―
ミクシィ ₂. ₅ ₃ ₁₃, ₆₉₅
ジェイエイシーリクルートメント ₉ ― ―
カカクコム ₁₅ ₁₅ ₂₄, ₂₁₀
エムスリー ₄₀ ₃₀ ₆₂, ₁₆₀
セプテーニ HLDGS ₁₀ ₁₀ ₁₁, ₁₈₀
東京個別指導学院 ₃₀ ₂₅ ₈, ₆₂₅
サイバーエージェント ₁₀ ₃. ₅ ₁₆, ₂₇₅
エン・ジャパン ₁. ₅ ― ―
ジャパンマテリアル ― ₉ ₁₆, ₀₆₅
地盤ネット HOLD ₁₀ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
エイチ・アイ・エス ₆ ― ―
西尾レントオール ₈ ₈ ₂₈, ₇₆₀
セコム ₃ ― ―
丹青社 ₃₀ ₁₀ ₈, ₁₁₀

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₁,₃₀₆ ₁,₆₉₆. ₁ ₂, ₅₁₁, ₂₁₇

銘柄数＜比率＞ ₉₁銘柄 ₈₃銘柄 ＜₉₈. ₂％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₄, ₅₃₄, ₅₁₄円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₂₆₂, ₁₈₉, ₁₂₄
（ｃ）収 益 調 整 金 ₂, ₃₄₈, ₃₈₉
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₂, ₁₄₄, ₂₃₉
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₂₈₁, ₂₁₆, ₂₆₆
（ｆ）分 配 金 ₁₅, ₂₃₁, ₂₂₈
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₂₆₅, ₉₈₅, ₀₃₈
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₂, ₅₃₈, ₅₃₈, ₀₆₈口

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 ₆0円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₁ 月₁₅日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₀, ₀₇₆円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。
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